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学校におけるリスクに関する現場実態調査と

ｅラーニング教材開発

田上正範 †、島善信††、中西修一††、一色正彦†††

山本敏幸††††、阿部弘光†††

本事業の目的は、学校組織のリスクマネジメントという観点から、大阪の学校現
場における現状と課題の整理並びに問題解決のための実証的研究を行い、学校組
織のリスクマネジメント力を高めるための教育プログラムを開発するとともに、
現職教員研修及び教員養成カリキュラムに組み込んでいくものである。
この事業の一つとして、学校現場における危機対応（リスク）状況を把握するた
めに、大阪府内の全公立学校を対象にＷｅｂアンケート調査を実施、教育委員会
や校長会の協力を得て 479 校からの回答を得た。回答データから重要度の高いリ
スクグループを特定し、そのグループを中心にｅラーニング教材を開発した。
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The purpose of this project is for the development of e-Learning contents for the K-12
risk management targeted at teachers as well as administrators based on the results of the
fact-finding survey for risks at K-12 schools in the Osaka school district. The developed
e-Learning contents are for enhancing the awareness of risk management among teachers
as well as pre-service teachers throughout the school curriculum.
A part of this project included a web survey to all public schools in the Osaka Prefecture,
including K-12 schools at risk. Over four-hundred seventy-nine schools participated in
the web survey through the members of the Board of Education and the Principal
Commitee.Based on the results of the survey, the items with very high risks were
identified, which constituted the major points in the development of the e-Learning
contents.

1.1.1.1. はじめに ****

「学校の役割とは何でしょう？」この問いかけから、本事業がスタートした。

学校は、子どもの健やかな成長を図る教育活動の場であり、その最も大切な教育活動

の一つが授業である。このことができなければ、学校は学校の責任を果たすことがで

きなくなる。だから、安全で安心して子どもが学習できる環境を作り出すことが基本

である、と考え、学校組織のリスクマネジメントという観点に注目した。

大阪教育大学では、平成 19 年度に、「学校組織の危機対応教育プログラムの開発」1
を目指した取り組みが、専門職大学院等教育推進プログラムの一環として文部科学省

に採択された。事業の目的は、学校組織のリスクマネジメントという観点から、大阪

の学校現場における現状と課題の整理並びに問題解決のための実証的研究を行い、学

校組織のリスクマネジメント力を高めるための教育プログラムを開発するとともに、

現職教員研修及び教員養成カリキュラムに組み込んでいくものである。主となる３つ

の具体的取り組みを図 1 に示す。

図 1 「学校組織の危機対応教育プログラムの開発」事業の取り組み内容との関係

本稿では、図 1 の取り組みの中から、実態調査として、学校現場の視点からのリス

ク状況を把握するために、大阪府内の全公立学校を対象に行ったＷｅｂアンケート調

査（2 章）と、教材開発として、基礎理解の自己啓発用に開発したｅラーニング（3

章）についてまとめる。

1.11.11.11.1...学校組織のリスクマネジメントに対する考え方

この事業では、学校が危機的な状況に陥ると、児童・生徒が落ち着いて教育を受け

る環境が悪化したり、学校の教育機能が著しく低下したりする。これを学校現場にお
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けるリスクと位置づけた。リスクによる被害を最小限にとどめるためには、対応を誤

らないことが大切であり、この適切な一連の対応のことをリスクマネジメントと定義

した。具体的には、予測・予知、防止・回避、対処・拡大防止、再発防止などの段階

がある。

1.21.21.21.2...推進体制の特徴

本事業の推進体制の特徴を、図 2 に示す。

ここ数年間、大阪教育大学では、大阪府教育委員会をはじめ、府内の各教育員会と

の間で連携を培ってきており、平成 20 年度から教育委員会との交流人事を進めた。

本事業の推進にあたり、教育委員会や学校等、関係者からあらゆる段階で熱心な協力

を受けることができたことが特徴の１つである。

また、企業でのリスク分析に実績のあるパナソニック株式会社及びその関連会社と

の連携のもと、協働開発というスタイルで推進したことが、短期間の開発を実現でき

た特徴の１つである。特記として、図 2 に示す「カスタマイズ提供」とは、Ⅰ）民間

企業内で実施した実績（＝ノウハウ）をもつ企業が、Ⅱ）学校（大学）側のニーズを

収集し、Ⅲ）最適な提案を提供することを示す。

図 2 推進体制の特徴

2.2.2.2. WebWebWebWebアンケート調査

学校現場のリスク状況を把握のために、大阪府内の全公立学校を対象に、教育委員

会や校長会の協力を得て、Web アンケートを調査を実施した。

2.12.12.12.1...実施概要

実施期間：（第 1 回）平成 20 年 2 月 25 日～5 月 30 日 ＊政令指定市を除く

（第 2 回）平成 20 年 10 月 17 日～11 月 28 日 ＊政令指定市

調査対象： 大阪府内公立学校

依頼方法：各教育委員会を通じて依頼文書を各学校へ送付

回答環境：インターネット上の Web サイト

https://www.co321.com/s-lms2/wbt/001.jsp
回答方法：無記名式の匿名性（ログイン方法等の詳細は依頼文書で連絡）

選択及び記述式で入力

なお、政令指定都市とは、大阪市と堺市を示す。

2.22.22.22.2...リスク項目の選定

調査の対象となるリスク項目の選定は、平成 19 年度に形成したワーキンググループ

によって、数ヶ月をかけて、関係する専門家との意見交換を繰り返し、入念に行った。

考え方として、学校が安全で安心して教育活動に専念するためには、児童・生徒、

保護者、地域の人々と信頼関係を築くことが基本であり、学校を取り巻く環境が崩れ

ないように日常から留意することが重要として取り組んだ。

はじめに企業で実績のあるパナソニック株式会社のリスク項目を題材とし、公立学

校への置き換えた場合を想定し、リスク項目の選定を進めた。その結果、表 1 に示す

ように、6 分野 45 項目を選定した。なお、45 の具体的なリスク項目は、後述する調

査結果（表 3,表 5)を参照されたい。

表 1 リスク項目（6 分野 45 項目）

2.32.32.32.3...調査結果．

関係機関の協力を得て、回答数 479 校の結果を得た。調査結果を以下に示す。

(1) 回答者の属性

．表 2 が示しているように本調査の学校を所管している自治体に関しては、大阪府が

最も多く 109 校あり、全体の 22.76%を示している。その次に、大阪市 69 校、堺市 35

校と続いている。

設問：あなたの学校を所管している自治体を、以下の例を参考に記述してください。

参考例：大阪府、大阪市、堺市、豊野町、千早赤阪村

分野名 項目 No.（項目数）

１）学校災害・事故リスク No.1～No.11（11項目）

２）学校外からのクレーム等への対応リスク No.12～No.17（6項目）

３）教育活動や指導に伴うリスク No.18～No.29（12項目）

４）学校管理や組織・システム、情報管理上のリスク No.30～No.35（6項目）

５）教職員が加害者または当事者となるリスク No.36～No.39（4項目）

６）その他のリスク No.40～No.45（6項目）
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表 2 回答者の属性（学校の所管している自治体）

図 3 が示しているように本調査の学校の校種に関しては、公立小学校が最も多い、

265 校あり、全体の 55.32%を占めている。その次、公立中学校は 133 校あり、全体の

27.77%を占めている。

設問：あなたが現在勤務している学校を選択してください。

次に、回答者の役職について尋ねたところ、校長が 115 人あり、全体の 24.01%を占

めている。教頭と回答した人は最も多く 308 人あり、全体の 64.30%、首席（主幹教諭 ）

と回答した人は 13 人あり、全体の 2.71%を占めている。

設問：あなたの役職を選択してください。

図 3 回答者の属性（勤務学校、役職）、N=479
なお、回答者の役職にある「首席」は学校教育法の「主幹教諭」を示す

属性情報として、ほかに「大学・専門学校への進学者と就職者の比率」「 教職員数（非

常勤を除く）」尋ねたが、本稿では省略する。（詳細は参考文献１を参照ください）

(2) 発生頻度の度数分布

45 のリスク項目の過去 3 年間の発生頻度について、回答の分布を調べるため、度数

分布を取った。その結果を表 3 に示す。
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表 3 各リスク項目の発生頻度

(3) リスク項目の重要度評価（グループ分け）

リスクの発生頻度を表 4 のような発生頻度（年間）に読み替えた。なお 、「5.それ以

上」は確定しにくいが、年に 20 回程度に設定した。例えば「項目１」不審者の校内

侵入」の発生頻度は、（年間）=396×0＋64×1＋14×3+2×12+1×20=150（回）となる。

表 4 発生頻度（年間）への読み替え

最後の質問として、45 のリスク項目の中から、回答者にとって、解決することが最

も難しいと思うリスクの項目を尋ねた。その集計結果（度数）を各リスク項目に対す

る「解決困難度」と定義した。

設問：上記 45 項目の中で、あなたにとって、解決することが最も難しいと思うリス

クの項目を、3 つあげてください。

なお、特定できない回答について、重み付で計算した。「重み」は、例えば、（記述式 ）

回答に「不審者」と記載の場合、項目１「不審者からの校内侵入」か項目 40「登下校

中の事件・事故（交通事故、不審者被害など）」との判別がつかないため、項目 1と 40
の両方に、重み 1/2 で集計した。その他の特定できない回答は、項目 5 と 6、項目 8
と 9、項目 12 と 13 と 14、項目 18 と 19、項目 21 と 22 の一部にあり、同じ重み付

で計算した（但し、項目 12,13,14 は 3 分割につき、重み 1/3 で計算した）。

選択肢 読み替え 発生頻度（年間）の計算方法

1.0 回 年に 0 回 0

2.年に 1 回程度 年に 1 回程度 度数×1

3.学期に 1 回程度 年に 3 回程度 度数×3

4.月に 1 回程度 年に 12 回程度 度数×12

5.それ以上 年に 20 回程度 度数×20
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表 5 リスクの解決困難度と発生頻度（年間）

続いて、表 5 のリスクの解決困難度と発生頻度（年間）を用いて、散布図(図 6）を

作成し、グループ分けを行った。

図 6 解決困難度と発生頻度（年間）の散布図

グループ分けの考え方を以下のように行った。

１．発生頻度よりも解決困難度の高い方が、リスク度が高いと仮定し、解決困難度を

優先してグループ分けを行う（例えば項目 23,18,24 など、発生頻度が高くても、

解決困難度が低いものもあるため）

２．値の多い項目から順に、グループ分けを検討する

３．（解決困難度÷発生頻度）の比率を参照し、中心グループを検討する

を骨子として、現場経験を加味した総合的な判断を行った。

その結果、特徴的に A,B,C,D,E の５つのグループに分けられた（表 6）。
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表 6 グループ別のリスク項目（重要度評価）

3.3.3.3. ｅラーニング教材開発

本取り組みは、学校組織のリスクマネージメント力を高めるための教員養成・研修

プログラムの教材の１つとして、ｅラーニング教材の開発を行うものである。インタ

ーネットの活用により、学習者の場所や時間の制約条件を緩和するほか、講義型の学

習とは異なる学習効果を図るものである。

図 5 ｅラーニング教材開発の位置づけ

グループ リスク項目

グループ A

13)保護者等からの苦情（事件・事故の被害を受けた子どもへの対応に対して）

25)人権侵害事象（いじめ事象を含む）

26)インターネットを通じた人権侵害、トラブル

40)登下校中の事件・事故（交通事故、不審者被害など）

44)児童虐待

グループ B 12)保護者等からの苦情（学校指導や授業などの日常的な指導に対して）

グループ C
14)保護者等からの苦情（問題行動等を起こした子どもの指導に対して）

15)地域住民からの苦情（学校施設や登下校中の子どもに対して）

グループ D

4）感染症の発生

18)授業中の事故（体育、理科実験など）

22)部活動中の事故（対外試合への引率を含む）

23)直接指導していない時の事故（休み時間や放課後等）

24)子どもによる暴力行為（対教師、子ども間）

28)校内での盗難（教室、職員室、部室など）

43)子どもの無断外泊、家出等の問題行動

グループ E

38)セクシャルハラスメント事件（教師間、子ども、PTA など）

42)子どもの自殺（予告、未遂を含む）

45)薬物乱用

①重要度の高いグループ A を中心に学習項目を選定

②企業で実績のある事例型ｅラーニングシステムを採用

③全学習対象者を対象に、基礎理解の自己啓発用として教材設計

表 7 学習目標と学習対象者

．

3.13.13.13.1...教材（事例）の選定

前述のとおり、重要度の高いグループ A（表 6 参照）を中心に、教材の選定を行う

ことにしたが、課題が発生した。教育現場では、状況に応じた臨機応変な対応が望ま

れるため、指針となる題材の選定が難しいことである。

そこで、明確な正解のない教育現場に適した教材を作成するため、学校に関連する

裁判所の判例を教材の題材とした。

裁判所の判例は、裁判所が運営するウェブサイト(http://www.courts.go.jp)2 か

ら、平成元年以降の学校に関与する判例を検索し、今回の事例型教材に使用する題材

として以下の判例を選出した。

・ 札幌高等裁判所 平成 18(ネ)362 ⇒リスク項目 13）保護者等からの苦情

・ 東京高等裁判所 平成 17(ネ)5173 ⇒リスク項目 25）人権侵害事象

・ 大阪地方裁判所 平成 19(ワ)6473※１ ⇒リスク項目 26）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じた人権侵

害、トラブル
※１：高等裁判事例には該当するものがなかったため、地方裁判所から選出した。

なお、表 6 の重要度評価において、グループ A にあるリスク項目 40「登下校中の事

件・事故」とリスク項目 44「児童虐待」は、学校が関与する該当判例が見つからなか

ったため、今回は題材として選定していない。

．

3.23.23.23.2...設計

本稿では、教材構成の中で特徴的な「概要」と「ケーススタディ」について述べる。

＜概要＞

学習目標 リスクマネジメントの重要性を理解し、リスクの事前防止に取り組むことが

できる。また、リスク発生時、問題を最小限に抑えるための適切な対応がで

きる。

学習対象者 公立/私立小中高特別支援学校の教職員

および教員をめざす教育大学の在学生

前提知識・

経験

学校で問題が各種発生していることは把握しているが、学校全体としてどの

ような問題が発生しているのかの把握ができていない。また、危機対応方法

や問題の未然防止策について熟知していない
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概要は、学習者に学校現場で発生するリスクについて“気づき”を促すための基礎

レベルの学習である。基礎知識を体系的に学び、次の学習であるケーススタディへと

つなげることを目的とする。学習項目を表 8 のように構成した。

表 8 学習項目の構成（概要）

第 1章の内容は、はじめに、学校が果たすべき役割と学校を取り巻く環境について

理解するものである。また、学校現場で発生するリスクを、テキストとイラストを用

いて視覚的に表現した。これは、学習者の経験とリスクとの関連付けを持たせ、何が

リスクであるかを認知させる狙いであり、学習者の経験に基づいた学びを生み出すこ

とにより、短期記憶ではなく長期記憶に結びを図るものである。

第 2章第 2 章の内容は、保護者とのコミュニケーション方法について学習するもの

である。ここでは、大阪府教育センター教育相談室作成「保護者とのかかわりハンド

ブック」をもとに、保護者とのコミュニケーションにおいて注意すべきポイントを例

示した。イラストには、噴出しを設け、ポイントとなるキーワードを記載し、強調性

を持たせた。

第 3 章の内容は、学校に関わりの深い法律について学習するものである。学校現場

と関わりのある法律を厳選し、難しい印象を持ちやすい法律を、できるだけ日常生活

に近い簡単な言葉で解説することに注意を払って設計した。法律という一見遠い存在

のものが、実際の学校現場の問題と関連付けることにより、身近に感じることが狙い

である。さらに、法律の理解が学校現場にて有効となるという認識へのつながりを目

指す。なお、ここで学習した知識は、次のケーススタディの前提知識へとつながる。

概要のテンプレートは、イラスト、音声ナレーション、ナレーション文字から構成

される。学習のポイントにはイラストを用いて、重要ポイントに注意を引かせている。

学習者のペースに合せて次ページに進む方法と、音声ナレーションを聞きながら学習

する方法とを自由に選ぶことができる。学習者によって学習速度が調整できること、

学習内容を再確認できるようにナレーション文字を表示するしくみがあること、音声

ナレーションによるモチベーション維持を促進していることなどが特徴である。

概要の画面サンプルを図 6 に示す。

図 6 画面サンプル（概要）

＜ケーススタディ＞

ケーススタディは、学校が関係する裁判所の判例を題材とした事例を使い、できる

だけ実践型の学習を狙うものである。

しかし、大阪府内の関係者らのヒアリングから、判例は実際に起きた事例であり学

校現場にとって有効な情報であるとの肯定的意見もあったが、一方で、判例の争点は

条件によって結果が異なる場合が考えられ、現場が誤解しやすいとの課題も挙げられ

た。

そこで、学習内容は判決そのものではなく判決に至る過程を題材とし、判決結果そ

のものは「解説」文中に掲載することにした。

ここで、留意すべきことは、「裁判（判例）」になるということは現場にとって最悪

の結果であり、現場とのギャップがあることである。そのギャップを緩和するために、

判例及び法的視点の導入にはクッションを入れる必要がある。そこで、より現場視点

となるよう、初期対応、問題解決、第三者対応といった時系列順に事例問題を構成し

た。さらに、各問題の解説文をまず教育的視点から始めることとし、法的視点はその
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次に入れるような工夫をした。

図 7 判例導入の工夫（現場とのギャップを埋める工夫）

ケーススタディのテンプレートでは、音声はなく、テキスト文と挿絵を使い、学習

者自身のペースで学習を進めることができ、①事例シーン、②選択肢の表示、③解説

で構成される。ケーススタディの画面サンプルを図 8 に示す。

図 8 画面サンプル（ケーススタディ）

なお、題材に使用した判例の判決文は、PDF ファイルのリンク設定を行い、本文を

確認できるようにした。

以上のような流れから、ケーススタディとして 5 事例を設計した。

4.4.4.4. おわりに

今回、学校現場の視点からのリスク状況の把握ができ、その結果から重要度の高い

リスク項目に関して、危機対応に関する基礎理解の自己啓発用としてｅラーニング教

材の開発に成功した。しかし、学校組織のリスクマネジメントシステムの構築という

観点からみると、その第一歩であり、学習の土台ができたにすぎない。

今後の課題として、ｅラーニング教材の現場への普及とその活用に注目している。

そのために、使い方提案といった、現場でより実践的な内容への充実化検討や、教員

個人の力量のみに依存しないようなシステム作りに向けて、現実的なしかけの検証が

必要である。
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